「障害者自立支援法案」の慎重審議を求めるとともに、

障害者施策への「応益負担」導入は慎重に検討する

ことを求める意見書

  政府は、現在開かれている通常国会に「障害者自立支援法案」を提出しました。障害者福祉に関しては、介護保険制度の見直しに伴う障害者支援費制度の「統合」が議論されていましたが、昨年１０月に厚生労働省から「障害保健福祉施策のあり方について－改革のグランドデザイン案－」が提案され、それに基づいて「障害者自立支援法案」が提案されるという、単に制度の「統合」というのではなく障害児・者施策全体のあり方を大きく変更する方向として打ち出されました。

　この法案は、三障害（知的・身体・精神）の均衡化を図る考え方や複雑な施設体制の見直しなど、これまで関係者から要望されてきた制度改革への大きな一歩を踏み出した点では評価できるものです。しかし、その前提となっているのが「応益負担」を原則を施策に盛り込むこととされ、この原則の導入が障害当事者やその家族の生活を大きく圧迫し、かつ当事者の支援格差を助長することなどが懸念されています。この内容を知った当事者、家族、関係者からは、制度への不安、反発の声が起きています。

　こうした関係者と十分な合意形成も説明もなく、政府社会保障審議会・障害者部会での最終的な結論が出る前に０５年度の政府予算に盛りこむというやり方も拙速であり、もっと慎重な審議と「応益負担」の導入についても、より慎重に検討されることを要望します。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

平成１７年３月２２日

高知県香美郡土佐山田町議会

衆　議　院　議　長　河野　洋平　殿

